
新型コロナウイルス感染症に伴う

生活福祉資金特例貸付に関する償還免除のご案内

あなたが借りた緊急小口資金・総合支援資金（特例貸付）（両方またはいずれか１つ）は、令和６年（2024年）から
償還（借りたお金を返すこと）が始まります。この資金は、国で決めた要件にあてはまる場合、「償還免除（お金を返す必要が
なくなる）」になる場合があります。「償還免除」になるためのお手続きを説明しますのでお読みください。

※日本語を母国語としない方もお読みになるため、平易な表現を使っています

令和5年（2023年）版

※申請後、審査があります。要件を満たさない場合は、免除になりません。

１ 償還免除（お金を返す必要がなくなる）手続きについて

令和５年度に償還免除の
（返す必要がなくなる）
対象となる資金の種類

令和3年6月末日までに借りた
総合支援資金（延長貸付）

令和4年4月から令和4年9月末日までに借りた
緊急小口資金、総合支援資金（初回貸付）

令和5年（2023年）度に住民税が非課税
（住民税を支払う必要がない）の方が対象です

償還免除の手続きは、借りた資金の種類ごとに、別々の年に行うことになっています。

提出書類

□①免除申請書（様式１－１）※3ページ

□②住民票謄本 ※4ページ

□③令和5年度の住民税が非課税であることが分かる書類
（課税証明書または非課税証明書）※5ページ

・免除審査を希望されるすべての償還免除申請書の提出が必要です。

・いまの世帯全員（続柄記載のもの）が記載されていて、申請書を記載した日から3か月前
までの住民票謄本の提出が必要です。

・お金を借りた方が世帯主でない場合は、世帯主分の課税証明書または、非課税証明書
の提出が必要です。

書類の送付期限・送付先

令和5年８月３１日（木） （当日消印有効）

※送付期限を過ぎて申請された場合、償還免除の手続きが遅れ、一部、償還開始になる場合があります。
なお、すでに償還された金額は、償還免除の対象となりませんので、ご注意ください。

〒310-8586 茨城県水戸市千波町1918
社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 生活支援部
TEL：029-297-6526（平日8:30～17:15）
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２

現在の世帯主について、令和５年度の住民税の「均等割・所得割いずれも」非課税であるか

現在の世帯主は、借受をしたときに、
借受人と同じ世帯であったかどうか

免除の対象
ではありません

免除の対象です
【必要書類】

•免除申請書（様式１－１）

•いまの世帯全員が記載されており、かつ、免除申
請時点から３か月前までに発行された住民票の
写し(世帯主の氏名・続柄の記載があるもの)

•借受人の令和５年度の住民税課税証明書
※または非課税証明書

免除の対象 です
【必要書類】

•免除申請書（様式１－１）

•いまの世帯全員が記載されており、かつ、免除申
請時点から３か月前までに発行された住民票の写
し(世帯主の氏名・続柄の記載があるもの)

•借受人（および世帯主）の令和５年度の住民
税課税証明書
※または非課税証明書（現在の世帯主が借受人
の場合、借受人分のみの証明書を提出）

現在の世帯主は、借受をしたときに、
借受人と同じ世帯であったかどうか
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借受人について、令和５年度の住民税の「均等割・所得割いずれも」非課税であるか

※現在の世帯主は借受人である
場合、「非課税」に進む

※現在の世帯主は
借受人である場合、
「同じ」に進む

２ 免除の対象であるかを確認するフローチャート

課

税

以下のフローチャートでご自身が償還免除の対象であるかをご確認ください。

申請書類は３～５ページ を確認し
てください。
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３ 提出書類①償還免除申請書について

必ずお金を借りたご本人様が署名してください

①資金コードごとに申請が必要です。申請する資金の申請書を全てご提出ください。

②消せるボールペン、鉛筆は不可です。必ずインク式の黒のボールペンでお書きください。

③世帯の状況に1つ☑をお願いします。

④DVにより現在の住所から避難されている方は世帯の状況の左側上から三番目に☑をお願いします。

⑤同意チェック欄は記載内容をお読みいただき全てチェックをお願いします。
※全てのチェックがされていない場合は審査を停止します。

⑥借受人氏名（自署）は必ず借受人ご本人様がご署名ください
※身体等が著しく不調で自署が難しい方はご相談ください。

必ず印字されたものをご使用ください。

３

いずれかに☑をしてください

同意される項目全てに☑をしてください



４ 提出書類②住民票謄本について

・住民票謄本については、「いまの世帯全員が記載されており、かつ、免除申請時点から
３か月前までに発行された住民票謄本(世帯主の氏名・続柄の記載があるもの)」を添付してください。

・マイナンバーを表示しないでください。

・住民票謄本のコピーは無効です。

・一人暮らしの方も住民票謄本をご提出ください（住民票抄本は不可です）

・お金を借りた時から住所が変わり、住所変更の手続きをされていない方は同封の氏名等変更届を記入して
同封してください。

・DVからの避難により住所変更が難しい方等は現在お住まいの住居の居住実態がわかる資料
（水道光熱費の請求書のコピーなど）をご提出ください。

←世帯主の表記がある

「世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する」と
記載されているのが住民票謄本です。

申請書の申請時点から3か月以内の住民票謄本をご提出ください

４

住所

世帯主

氏 名

続柄生年月日

定住年月日

性別

この写しは、世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する。

本 籍

ここに本籍が記載されます

ここに同世帯の2目の情報が記載されます

ここに同世帯の4人目の情報が記載されます

ここに同世帯の3人目の情報が記載されます

住 民 票



非課税証明書の画像orダミーイラスト

令和5年度である事をご確認ください。

住所

氏名

賦課期日の住所

令和●●年度

所
得
の
内
訳

所
得
控
除
の
内
訳

課税標準額

年税額

税額控除（市民税） ０円
税額控除（県民税） ０円

均等割（市民税） ０円
均等割（県民税） ０円
所得割（県民税） ０円
所得割（県民税） ０円

総所得額 ×××円
株式等譲渡所得 ×××円

医療費控除 ×××円

社会保険控除 ×××円

生命保険控除 ×××円

扶養控除 ×××円

基礎控除 ×××円

所得控除計 ×××円

※※以下余白※※

（給与収入） ×××円

給与所得 ×××円
（公的年金収入） ×××円

雑所得 ×××円

不動産所得 ×××円

株式譲渡所得 ×××円

合計所得金額 ×××円

※※以下余白※※

控配 扶養人数

16歳未満

障害 本人

人 人 人 人

特別障害 その他 寡婦（夫） 勤労学生その他特別（内同居）

人人

老人（内同居）特定老人

「非課税証明書」と記載があれば住民税非課税です。

課税証明書の画像orダミーイラスト

市民税・県民税課税証明書

住所

氏名

賦課期日の住所

令和●●年度

所
得
の
内
訳

所
得
控
除
の
内
訳

課税標準額

年税額

税額控除（市民税） ０円
税額控除（県民税） ０円

均等割（市民税） ０円
均等割（県民税） ０円
所得割（県民税） ０円
所得割（県民税） ０円

総所得額 ×××円
株式等譲渡所得 ×××円

医療費控除 ×××円

社会保険控除 ×××円

生命保険控除 ×××円

扶養控除 ×××円

基礎控除 ×××円

所得控除計 ×××円

※※以下余白※※

（給与収入） ×××円

給与所得 ×××円
（公的年金収入） ×××円

雑所得 ×××円

不動産所得 ×××円

株式譲渡所得 ×××円

合計所得金額 ×××円

※※以下余白※※

控配 扶養人数

16歳未満

障害 本人

人 人 人 人

特別障害 その他 寡婦（夫） 勤労学生その他特別（内同居）

人人

老人（内同居）特定老人

５ 提出書類③令和5年度非課税証明書、課税証明書について

・今年度の免除申請に必要な令和５年（2023年）度の証明書をご提出ください。

・提出する必要がある非課税証明書の枚数（免除の条件）は２ページ をご覧ください。

・書類は原本の提出をお願いします（コピー不可）。

・お住まいの自治体により「非課税証明書」が発行できない場合がございます（課税証明書で対応）。

・課税証明書の住民税、均等割（市税、県税）、所得割（市税、県税）の４つの項目が「0円」と
なっている事が非課税となります。4つの項目が「0円」でない場合には「課税」ですので償還免除の
対象外となります。

・住民税について詳細は次ページ をご覧ください。

2

７

市民税・県民税非課税証明書
令和5年度

5

課税証明書の場合

非課税証明書の場合

※各自治体により様式が異なる場合があります。

令和5年度

令和5年度である事をご確認ください。

均等割(市民税、県民税)、所得割(市
民税、県民税)の４つの項目が
「0円」であることをご確認ください。



７ 住民税について

確定申告や年末調整をしていない場合など、住民税の申告をしなければ、

課税証明書および非課税証明書は発行されない場合があります。

住民税の申告方法については、お住まいの市区町村の税務課等に

お問い合わせください（市区町村により、申告書の様式等が異なります）。

よくあるご質問

Q：住む場所を転々としています。どこの市役所で確認をすればよいですか？

A：令和5年（2023年）度の課税状況は、令和５年（2023年）
1月1日にお住まいだった住所の市区町村でご確認いただけます。

お金を借りた時に世帯主で
結婚等で現在自分は世帯主でない

お金を借りた時、別に世帯主がいて
現在はまた別の人が世帯主

６

①お金を借りた後、住所が変わった

②お金を借りた後、姓（名前）が
変わった

③お金を借りた人が亡くなった

④DVを受けて現住所から避難
している

⑤免除申請のために世帯主を変更した

同封の氏名等変更届を記入し住民票謄本と
併せて申請時に同封してください

同封の氏名等変更届を記入し、戸籍謄本と
併せて申請時に同封してください

7ページ ８ をご覧ください

３・４ページ ３ ４ をご覧ください

償還免除の対象となりません

６ 住所、世帯構成の変更についての注意点

お金を借りた後、①～③に該当する方は別途お手続きが必要です。なお、すでにお手続きいただいている場合は不要です。



お金を借りた人が死亡された場合

お金を借りた方が死亡されたという書類の提出をもって、償還免除の手続きをします。
必要書類：同封の氏名等変更届と死亡診断書等の死亡が確認できる書類。

お支払いの開始前にお手続きができるもの

８

免除に関する問い合わせ先
申請書類の請求先

〒310-8586 茨城県水戸市千波町1918
社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 生活支援部
TEL：029-297-6526（平日８:30～17:15）

その他の免除申請のご案内

お支払いが開始してからお手続きができるもの

（下記に該当される方は、令和５年１０月以降にお問い合わせください。なお、すでに償還が開始
している別の資金がありましたら、随時お手続きをすることができます。）

お金を借りた方が生活保護を受給した場合

お金を借りた方が現在、生活保護を受給しているという書類をもって、全額を免除します。
必要書類：免除申請書（様式1-2）※同封されておりません

生活保護受給証のコピーまたは、 生活保護受給証明書のコピー

お金を借りた方が
精神障害者保健福祉手帳(１級)
身体障害者手帳(１級または２級)
療育手帳｟ A（マルA、A2含む）｠
のいずれかの交付を受けている場合

お金を借りた方が上記いずれかの手帳のコピーの提出をもって、全額を免除します。
必要書類：免除申請書（様式1-2）※同封されておりません

精神障害者保健福祉手帳(1級)
身体障害者手帳(1級または2級)
療育手帳｟ A（マルA、A2含む）｠のいずれかのコピー

令和5年度（2023年度）の住民税非課税の申請以外でも下記に該当する方はお手続きをすることがで
きます。

７

※免除申請後には審査があります。要件を満たさない場合には償還免除となりません。
※償還免除の決定前に償還された金額については、償還免除の対象外となります。



１０

おでんわでのがいこくごについて

にほんごがあまりとくいでなくても、したのくにのことばができるかたは、つうやくをとおしておはなしすることができます。

えいご、ちゅうごくご、かんこくご、スペインご、ポルトガルご
タイご、タガログご、ネパールご、スリランカ（シンハラご）

お問い合わせ先

申請書の書き方
必要書類について

〒310-8586 茨城県水戸市千波町1918
社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 生活支援部
TEL：029-297-6526（平日８:30～17:15）
https://www.ibaraki-welfare.or.jp/

住民税について お住まいの市役所、町村役場へお問合せください

償還免除申請制度について

個人向け緊急小口資金・総合支援資金相談コール
センター
Tel:0120-46-1999 受付時間：平日（9時～
17時）

８

９ 免除決定の可否について

・償還免除については、申請後に審査を行い、免除決定の可否を判断します。償還免
除の要件を満たさない場合には、償還免除となりません。

・償還免除決定の可否については、令和５年１１月下旬ごろに郵送によりお知らせす
る予定です。お電話でお問い合わせいただいても回答いたしかねますのであらかじめご
了承ください。

・申請期限を過ぎて申請をされた場合には、償還免除決定の可否にかかるお知らせが
遅れる場合があります。申請をされる際には、申請期限内（令和５年８月３１日
（当日消印有効））にお手続きください。

・償還免除申請後に住所変更をされて、本会への届出がない場合には、償還免除決
定の可否にかかるお知らせが届かない場合があります。住所変更をされた際には、必
ず本会に届け出てください。


